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三田商学研究

学生論文集

2024 年度号

EA 促進のメカニズム研究

平　石　　　蓮

＜要　　約＞

　企業にとって，信頼や評判は消費者の購買行動や求職者の動向に影響を及ぼす重要な要素である。

しかし，2024 年現在，日本における企業への信頼は他国と比較して低い水準にある。そこで本研究では，

企業が信頼を獲得する手段として EA（Employee Advocacy）に着目し，個人特性や組織への全般的

信念の観点から EA の発生・促進メカニズムを探った。

　製造業界従事者 330 名からデータを収集し，共分散構造分析を行った結果，感謝特性が POS
（Perceived Organizational Support）を媒介として EA に作用することが判明した。また，APM
（Autonomous Prosocial Motivation）が感謝特性と POS の関係を調整することも示された。媒介効果

の確認にはブートストラップ法，調整効果の確認には単純傾斜分析を用いた。

　本研究では，国内研究の蓄積の乏しい EA の発生メカニズムを明らかにするとともに，EA の促進を

目指し実践的観点からその具体的な人事施策の検討も行った。本研究は企業経営における EA の重要

性を強調するとともに，各組織が採用・育成すべき人材を明らかにし，多様な課題を抱えるそれぞれ

の従業員に対してどのような人事施策を講じるべきかを示す結果となった。

＜キーワード＞

　EA，感謝特性，POS，APM

1．はじめに

　多くの企業にとって，人々からの信頼や評判は非常に重要である。PwC（2022）の調査によると，

71％の消費者は企業が信頼を失った場合，その企業の製品やサービスを購入する可能性は低いと回答

した。また，The Withe Team（2024）の調査によると，求職者の 75％は応募前に企業ブランドを考慮

し，企業がブランドを積極的に管理している場合，94％の人が応募可能性は高まると回答した。この

ように，企業への信頼や評判は消費者の購買行動のみならず，求職者の動向にも影響を与える非常に重

要な要素であると言える。
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　しかしながら，Edelman（2024）の調査によると，日本における企業への信頼は世界的に見ても低い

水準であることがわかる（図 1）。そこで本研究では，企業が信頼や評判を獲得する手段として，

Employee Advocacy（以下 EA）に着目する。

図 1　国別企業への信頼率

出所：Edelman Trust Barometer Global Report 2024 を参考に著者作成
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　EAは，「従業員による企業，その製品，そのブランドの自発的な対外的宣伝や擁護（Men, 2014, p.262）」

と定義されている。従業員が自発的に共有する情報は，企業が市場での評判を高めるのに役立ち，従業

員は組織外の人と交流する中で非公式に広報の役割を果たしている（Kim & Rhee, 2011）。さらに，組織

外の消費者からすれば，直接コミュニケーションをとることができる従業員は洗練された広告よりも中

立的であると感じられる（Center & Jackson, 2003）ため，社外における従業員の行動は強力な広報戦略

になり得る。したがって，EA には企業への信頼を向上させる効果があると考えられるため，企業への

信頼が希薄である現代の日本において，組織にポジティブな影響を与える EA を高めるメカニズム研究

には実践的意義があると言える。本研究では，従業員個人の行動的側面として EA を中心的概念として

扱い，その発生・促進メカニズムを実践的観点から探る。

　EA 発生を目指す企業にとって，「どのような人が EA を起こしやすいのか」を明らかにすることは，

どのような人材を採用・育成するべきかの指針となる。したがって，EA を発生させる可能性が高い人

材の特徴を捉えることは人事戦略の非常に重要な要素と言える。また，集団主義が根付き，和の精神を

重んじる日本の企業文化は，組織内の対人関係の構築と円滑化で大きな役割を果たす感謝と密接に関

わっている（佐藤，2019；太田，2020；正木， 2023）。そこで，日本を対象に EA を取り扱う本研究では，

EA を促進する日本的個人特性として，「人が得た肯定的な経験や結果における他者の善意の役割を認
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識し，感謝の感情で応答する一般化された傾向（McCullough et al., 2002）」と定義される感謝特性に着

目する。

　さらに，従業員による EA の発生を目指す各企業は，従業員個人に依存した特性だけでなく，「組織

が直接働きかけられることは何か」ということも考えなければならない。したがって，組織が直接的に

影響を与えられる従業員の感情にも注目する必要がある。ある会社においては給与の向上が EA 促進に

繋がる一方で，ある別の会社では労働時間の短縮が従業員の EA を発生させるかもしれない。また，さ

らに別の会社では適切な人事評価が従業員の EA を促進するかもしれない。これは仕事にまつわる様々

な要素が従業員の感情ひいては行動に影響を与え，様々な状況に置かれている各企業に属する従業員そ

れぞれが相異なる人事施策を求めているからであろう。このように，各組織・個人は異なる状況下にあ

るため，全ての組織において有効な EA 促進人事施策は存在しない。そこで本研究では，各企業が待遇

や職場環境の改善など多様なアプローチで影響を与えることが可能な，組織に対する全般的な信念であ

る POS に着目する。

　POS とは，「組織が従業員の貢献を評価し，彼らの well-being に配慮している度合いに関して従業

員が抱く全般的な信念（Eisenberger et al., 1986, p.501）」と定義されており，本研究においては知覚の観

点を取り入れることで，求める人事施策の個人差を解消するものである。つまり，POS を導入するこ

とで，多様なニーズを抱える各従業員が組織による人事施策を受けて組織に対してどのような感情を抱

いているかを統一的に測定することができる。本研究では EA を行う従業員個人の要素に着目しつつも，

従業員による EA をただ待つのではなく，EA を発生させたい組織が着目すべき要素として，従業員の

感情であり，状況の異なるあらゆる組織で通用する共通した尺度として POS に着目した。

　また，EA は組織から明示的に推奨されることのない OCB（Organizational Citizenship Behavior）で

ある（Walden & Kingsley Westerman, 2018）ため，自らの意志においてのみ行われる。そこで本研究では，

「他者に恩恵をもたらすために努力しようとする意欲の自律的側面（シン・島貫 2021）」とされる APM

（Autonomous Prosocial Motivation）にも着目する。APM は感謝特性と同様に従業員個人の特性であり，

APM の高い従業員は他の人の役に立ちたいという感情が強い。本研究では，このような性質が従業員

の心理や行動のメカニズムにどのような影響を及ぼすのかを探る。

　また，EA の促進メカニズムを探る本研究において，理論と実践のギャップにも注意が必要である。

EA 促進を目指す実務家にとって，その先行要因を特定する理論的貢献のみでは，その知見をどのよう

に企業経営の実践に活かすべきかという点が不明瞭だからである。そこで本研究では，EA の促進メカ

ニズムを明らかにするのみならず，それを踏まえた具体的な施策の提言を行い，実践的観点を取り入れ

る。

　以上の内容をまとめると本研究の目的は以下の二点である。一点目は，EA の国内研究に乏しい日本

における EA 発生・促進のメカニズムを探ること，二点目は，企業が従業員の EA 発生を促進すること

を目指し，実践的観点から EA の先行要因の分析，具体的施策の提言を行うことである。
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2．先行研究

（1）EA（Employee Advocacy）

　EA は「従業員による企業，その製品，そのブランドの自発的な対外的宣伝や擁護（Men, 2014, p.262）」

と定義され，EA を行う従業員は，肯定的な情報の発信を通じて組織の評判上の利益を追求する（Seiling, 

2008）。EA はポジティブな宣伝だけでなく，企業が批難されているときに擁護することも含む（Men, 

2014; Walden & Kingsley Westerman, 2018）。また，EA は Thelen（2020）によって「従業員による，組

織やその製品に対する支持，推薦，擁護を社内外に向けて言語的（文書や口頭で）または非言語的に表

明すること（p.8）」と表現され，非言語的な EA は，会社のシャツやキャップを身につけることや，地

域コミュニティの奉仕活動に参加することなどを指す。また，EA は組織から明示的に推奨されること

のない自発的な OCB の一種である（Walden & Kingsley Westerman, 2018）。OCB とは，「基本的な職務

要件を超えた，自由裁量的な職場での行動（Smith, Organ, & Near, 1983）」のことであり，組織に対して

好影響をもたらすため，OCB に対する従業員の積極的な姿勢を促すことが求められる。さらに，EA

が他者から強制されず，自発的になされるものであることから，EA の発生は従業員の性格や感情に強

く依存していると言える。

　続いて，本研究における中心的概念である EA の類似概念を，EA との共通点や相違点とともに 3 つ

紹介する（表 1）。

　1 つ目は Internal Branding（インターナル・ブランディング，IB）である。IB は「顧客の期待に沿った

ブランド価値を反映したブランド・プロミスが，従業員によって確実に実行され，提供されるようにす

るために組織が行う活動（Punjaisri & Wilson, 2011, p.1523）」のことである。ブランド価値を顧客に伝え

るという目的は EA と共通しているが，IB は行為者が従業員ではなく組織である点が EA と異なる。

したがって，個々の性格や感情を踏まえ従業員の行動メカニズムを探る本研究では，IB よりも EA が

適切だと判断した。

　2 つ目は Employer Branding（雇用主ブランディング，EB）である。EB は「特定の企業に関する従業員，

潜在的従業員，および関連する利害関係者に対して意識と認識を管理するための的を絞った長期的戦略

（Backhaus & Tikoo, 2004, p.501）」や「企業と同一化でき，かつ他社と差別化されたユニークな雇用主と

してのアイデンティティを構築するプロセス（梅崎ら，2020, p.3）」と定義される。企業のブランド戦略

であるという点は EA と共通しているが，EB は雇用の側面に限定したブランディングである。そのため，

企業が消費者からの信頼を獲得し，雇用のみならず事業売上の安定も図る方法を探る本研究では，その

両者を実現することが可能である EA の方がより適切であると判断した。

　3 つ目は口コミ（Word of Mouth）である。口コミは「商品やサービスの購入に関して，消費者同士で

行われる人的コミュニケーション（杉谷，2009, p.47）」と定義され，商品やサービスのブランドを他者
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に広める行為という点では EA と共通しているが，口コミは主に消費者同士で行われるものである。し

たがって，主体が従業員であり，組織が直接働きかけ促すことが出来る EA の方が実践的観点から本研

究において適している概念であると考えられる。

　このように，EA には様々な類似概念が指摘できるが，それぞれ異なる焦点や目的を有している。そ

れらを踏まえ，従業員個人の行動の分析対象として EA が最も本研究に適していると判断したため，引

き続き EA を中心的概念として取り扱う。

　また，先述の通り EA は現代日本において重要性が高まりつつも低水準に留まっている企業への信頼

を獲得する上で有効である。さらに，2024 年現在 EA は国内研究に乏しいと言わざるを得ない。した

がって，本研究は実践面だけでなく学術的意義にも期待ができる。

表 1　EA の類似概念

概念 定義 EA との差異

EA
（Employee Advocacy）

従業員による企業，その製品，そのブランドの自発的な対外

的宣伝や擁護（Men, 2014, p.262）

IB
（Internal Branding）

顧客の期待に沿ったブランド価値を反映したブランド・プロミ

スが，従業員によって確実に実行され，提供されるようにする

ために組織が行う活動（Punjaisri & Wilson, 2011, p.1523）

行為者が組織であ

り，従業員個人で

はない

EB
（Employer Branding）

特定の企業に関する従業員，潜在的従業員，および関連する

利害関係者に対して意識と認識を管理するための的を絞った

長期的戦略（Backhaus & Tikoo, 2004, p.501）
企業と同一化でき，かつ他社と差別化されたユニークな雇用

主としてのアイデンティティを構築するプロセス（梅崎ら，

2020, p.3）

雇用に特化したブ

ランディングに焦

点を当てている

口コミ

（Word of Mouth）
商品やサービスの購入に関して，消費者同士で行われる人的

コミュニケーション（杉谷，2009, p.47）
主体が消費者同士

である

（2）感謝特性（Gratitude Disposition）

　感謝特性は，「人が得た肯定的な経験や結果における他者の善意の役割を認識し，感謝の感情で応答

する一般化された傾向（McCullough et al., 2002, p.112）」と定義される。McCullough et al.（2002）は，

感謝特性を「強さ（Intensity）」，「頻度（Frequency）」，「範囲（Span）」，「密度（Density）」の 4 つの側面

に特徴づけた。強さは，感謝特性の高い人が良い出来事を経験した際，より強く感謝の念を抱くことを

指す。頻度は，感謝特性の強い人がより頻繁に周囲に感謝することを示す。範囲は，家族や仕事，健康

といった感謝の念を抱く環境の数の多さである。密度は，感謝特性の高い人物があるポジティブな結果

に対して感謝する対象の数を表す。つまり，感謝特性の強い人は感謝特性の弱い人よりも，深く，高頻

度で，あらゆる場面で，沢山の人に感謝すると言える。

　感謝は良好な人間関係の構築に有効である（Algoe et al., 2008）ため，感謝特性の高い従業員は上司や
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同僚と信頼や協力関係を形成し，自らの職場を働きやすい環境だと認識している可能性が高い。した

がって，感謝特性は企業の推薦や擁護を含む EA を促進する従業員の個人特性だと考えられる。

（3）POS（Perceived Organizational Support）

　POS とは，「組織が従業員の貢献を評価し，彼らの well-being に配慮している度合いに関して従業

員が抱く全般的な信念（Eisenberger et al., 1986, p.501）」のことである。POS が高い人は，組織が自身

の貢献と価値を高く評価し，自分のことをしっかりと見てくれている，良くしてくれていると感じる

（蔡，2016）。POS は，賞賛や承認に関する発言の頻度や強さ，誠実さの他，給与や地位，職務の充実，

組織方針に対する影響力などにも影響を受ける（Blau, 1964；Brinberg & Castell, 1982）。

　このように，POS は様々な要素によって向上させることが可能である。したがって，各企業はそれ

ぞれの置かれた状況に応じた方法で個々人の多様なニーズを満たすことで，従業員の POS を高めるこ

とができる。つまり，POS を人事施策を受けた従業員の感情の尺度とすることで，実務家にとって有

用な実践的観点から EA の促進方法を探索することが可能であると考えられる。

　また，POS は OCB との間に正の相関がある（Shore & Wayne, 1993; Wayne et al., 1997）。さらに，先

述の通り，EA は組織から明示的に推奨されることのない自発的な OCB の一種である（Walden & 

Kingsley Westerman, 2018）。これらの先行研究から，POS と EA との間に正の相関が予測できる。

　以上の内容から，多様なアプローチで向上させることが可能であり，EA の先行要因と予測される

POS は，実践的観点から EA の発生を目指す本研究において非常に重要な役割を担っていると言える。

（4）APM（Autonomous Prosocial Motivation）

　APM は，「自律的な向社会的モチベーション（シン・島貫，2021）」と定義され，「他者の利益となる

ために努力しようとする意欲（Grant,  2008, p.62）」を表す PM（Prosocial Motivation）の下位概念である。

シン・島貫（2021）によると，PM は仕事や職場における向社会的モチベーションとされており，組織

成員の態度や行動に様々な影響を及ぼす。PM はプロジェクト達成度の向上や離職率の低下，WE（Work 

Engagement）の向上など，様々な好影響に特徴づけられる（Hu  &  Liden,  2015; Abid  et  al, 2018）。しかし，

PM が組織や成員に及ぼす悪影響も指摘されている。他者の役に立とうとする意欲が従業員の過重負荷

やストレスに繋がってしまうことがある（Bolino  &  Grant,  2016）のだ。例えば，Kibler  et  al（2019）の

研究では PM が生活満足度を低下させることが示されている。

　このような PM の二面性を受け，シン・島貫（2021）は PM には自律的側面と統制的側面があり，従

来の研究では両側面が明確に区別されていなかった点や，統制的側面があまり考慮されず，自律的側面

にばかり焦点が当たってきた点を指摘し，PM の自律的側面を APM，統制的側面を CPM（Controlled 

Prosocial Motivation）と定義した。CPM は，他者を助けることで円滑な人間関係を築くために行う義務

感に近いモチベーションである一方で，APM は見返りを求めない純粋な善意から生じるモチベーショ
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ンである。そのため，従業員の善意と密接に関わる感謝特性や POS，従業員による自由裁量的行動で

ある EA の関係を探る本研究では，APM を調整変数として取り入れ，APM が上記変数間の関係にど

のような影響を及ぼすかを模索する。

3．仮説

　以上で述べた先行研究から，EA の影響要因として感謝特性，POS，APM を検討する必要性が示さ

れた。本研究では，社会的交換理論を踏まえ各変数間の関係を考える。社会的交換理論は Blau（1964）

によって提唱された理論であり，その内容は「人間は有形無形を問わず，様々な報酬を交換することが

できる」というものだ。また，社会的交換とは，特定の対価を求めず，広義での将来の義務感を生じさ

せるような好意のことであり，それに対する返報性は本人の自由意志に委ねられるべきものとされてい

る（Blau, 1964）。つまり，社会的交換理論によると，人間は他者からの「好意」を受け取った際，「自

発的」に様々な形で「返報」を試みるということである。砂口ら（2017）によると，経営学分野におい

て OCB の発生メカニズムに関する議論が社会的交換理論に基づいてなされてきた。また，佐藤（2014）

によると，個人と組織との関係性が構築されるプロセスを従業員の視点で説明する POS は，社会的交

換理論を理論的基礎としている。このように，社会的交換理論は本研究で扱う EA や POS との関連性

が非常に強い。本研究では，この社会的交換理論を踏まえ，従業員による EA の発生・促進メカニズム

を探る。組織や成員に対する従業員の「好意」を軸に，「自発的」な従業員による「返報」がどのよう

な形で行われるのかという観点から，従業員の心理・行動プロセスを考察する。

（1）感謝特性と EA

　初めに，感謝特性と EA の関係を考える。感謝特性が高い従業員は，仕事において得られたポジティ

ブな経験や結果について，より深く，高頻度で，様々な場面で，多くの人に感謝の念を抱く。社会的交

換理論によると，仕事において他者に対してより強く「好意」的な感情を抱く上記のような従業員は，

組織や成員に対して様々な形で「返報」を試みる。その一環として，所属する企業やその製品，ブラン

ドに関する対外的な宣伝や擁護を「自発的」に行う，すなわち EA に該当する行為も含まれるだろう。

　また，EA が本質的に自発的なものであり，組織から明示的に推奨されることのない OCB の一種で

ある（Walden & Kingsley Westerman, 2018）ことと，OCB と感謝の間には正の関係がある（Hasanati & 

Anisa, 2023）ことからも，感謝特性と EA の間に正の関係が予測できる。

　以上の内容を踏まえて，感謝特性と EA の関係において次のような仮説が導き出される。

　仮説 1：感謝特性は EA に正の影響を与える。
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（2）感謝特性と EA：POS の媒介効果

　まず，感謝特性と POS の関係を考える。感謝特性が高い従業員は，仕事において得られたポジティ

ブな経験や結果について，組織や成員の果たす善意の役割をより強く認識し（McCullough et al., 2002），

組織のメンバーのことをより「好意」的に捉える。社会的交換理論によると，上記のような感謝特性の

高い従業員は，「自発的」に様々な手段で「返報」を試みる。その一環として，組織の意図を正しく認

識したり，支援を職務に活用したりするために，組織支援に対して人一倍敏感な姿勢を心がけるだろう。

例えば，組織の目指すビジョンや求める人物像を正確に把握し，それに対して必要なスキルや専門性を

身につけるべく，社内で提供される研修・自己研鑽ツール等の情報収集に積極的な姿勢を示すといった

行動が予想される。このような組織支援に対する敏感な姿勢は POS の向上に該当する。したがって，

感謝特性が高いと，POS が強まることが予測される。

　次に，POS と EA の関係を考える。POS が高い時，従業員は組織が自身を気にかけてくれている，

よくしてくれていると感じる（蔡，2016）。これにより，従業員は組織に「好意」的な感情を抱き，社

会的交換理論に基づくと，その感情を様々な方法で「返報」しようとする。その一環として，所属する

企業・製品・ブランドの「自発的」な対外的宣伝や擁護，すなわち EA に該当する行為も含まれるだろ

う。したがって，POS が高まると EA が促進されると予測できる。

　さらに，先述の通り EA が OCB の一種であること（Walden & Kingsley Westerman, 2018）と，POS

と OCB が正の関係にある（Shore & Wayne, 1993; Wayne et al., 1997）ことを踏まえると，POS と EA の

間にも正の関係が予測される。

　以上の内容を整理して，感謝特性，POS，EA の 3 概念の間の関係について次のような仮説が導かれる。

　仮説 2：感謝特性と EA の関係は POS によって媒介される。

（3）感謝特性と POS：APM の調整効果

　感謝特性と POS の関係に影響を与える要因として，APM に着目する。感謝特性が高い従業員は仕

事において得られたポジティブな経験や結果について，組織や成員の果たす善意の役割を「好意」的に

認識する。まず，このような感謝特性の高い従業員を想定し，APM の高低が及ぼす影響を考える。

APM が高い場合，従業員は他者の役に立ちたいと考えており，「自発的」に組織からの支援を活用し

て職務に貢献することで「返報」を試みるため，組織支援に対して人一倍敏感な姿勢を示すだろう。し

たがって，このような従業員の POS は高まる傾向にあると予想できる。一方で APM が低い場合，従

業員はあまり他者の役に立とうとは考えず，組織支援を活用し職務に貢献しようとする動機に乏しいた

め，POS が低い傾向にあるだろう。

　次に，感謝特性が低い場合を想定する。このような従業員は組織支援に鈍感な姿勢を示し，APM の

高低に依らず POS は高まらないと考えられる。
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　以上の内容を整理して，次のような仮説が導出される。

　仮説 3：感謝特性と POS の関係は APM によって調整される。APM が高いと，両者の関係は強まる。

（4）POS と EA：APM の調整効果

　POS と EA の関係に影響を与える要因として，APM に着目する。POS が高い場合，従業員は組織

が自身を大切にし，良くしてくれていると感じ（蔡，2016），組織に対する「好意」的な感情を抱く。ま

ず，このような POS が高い従業員を想定し，APM の高低が及ぼす影響を考える。APM が高い従業員

は他者の役に立ちたいという気持ちが強く，社会的交換理論を踏まえると，組織への「好意」に対する

「返報」を様々な方法で行う可能性が高い。その一環として，「自発的」に企業やその製品，ブランドを

対外的に宣伝・擁護する，すなわち EA に該当する行動をとることが考えられる。一方，APM が低い

従業員は，他者の役に立ちたいという感情に乏しく，組織に対する「返報」を試みる可能性は低い。さ

らに，このような従業員が OCB の一種である EA（Walden & Kingsley Westerman, 2018）を行う可能性

は低いと言える。そのため，APM が低い従業員は，たとえ POS が高くても EA を行う可能性は低い

と推測される。

　次に，POS が低い場合を想定すると，従業員は組織が自身を大切にし，良くしてくれていると感じ

（蔡，2016）ないため，組織に対して「好意」的な感情を抱かず，「自発的」に「返報」を行う動機に乏

しい。したがって，APM の高低に依らず，従業員が職務要件を超えた行為である EA（Walden & 

Kingsley Westerman, 2018）を行う可能性は低いと考えられる。

　以上の内容を整理して，次のような仮説が導出される。

　仮説 4：POS と EA の関係は APM によって調整される。APM が高いと，両者の関係は強まる。

4．調査方法

（1）調査の手続き

　本研究では，株式会社ジャストシステムが提供しているウェブ調査サービス「Fastask」を利用して

アンケート調査を行った。まず，予備調査として「Fastask」に登録されたモニターの中から本研究の

調査対象者として適切と思われる対象者のスクリーニングを 2024 年 8 月 5 日から 12 日に行った。次に，

同年 8 月 19 日から 20 日に本調査を行い，予備調査で抽出した対象者に対し，各変数に関する質問項

目を配信し回答を回収した。

　予備調査では，2000 人を回収目標とし，2 万人程度に質問を配布した。回収目標としていた 2000 人
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以上からの回答が得られた時点で予備調査は終了した。予備調査の具体的な質問項目は，雇用形態，役

職，EA 関連質問の 3 つである。雇用形態は，「あなたの雇用形態に当てはまるものを 1 つ選択してくだ

さい」という問いに対し，「契約社員（有期・無期含む）」，「派遣社員」，「嘱託社員」，「その他」，「よく分

からない・答えたくない」の 5 つの選択肢を設定した。役職は，「あなたの現在の役職として，最も近

いものを選択してください」という問いに対し，「経営者」，「管理職」，「非管理職」，「その他」，「分から

ない・答えたくない」という 5 つの選択肢を設定した。EA 関連質問では，「あなたは家族や友人といっ

た周囲の消費者に対して，ご自身の勤め先の製品やサービス，職場環境などを勧めたり，擁護したりし

ますか」という問いに対して「当てはまる」，「どちらかというと当てはまる」，「どちらかというと当て

はまらない」，「当てはまらない」，「よく分からない・答えたくない」という 5 つの選択肢を設定した。

　雇用形態については「正社員」，役職については「非管理職」，EA 関連質問については「よくわから

ない・答えたくない」と回答した人以外を本調査における適切な調査対象として抽出した。また，調査

にあたり対象業界は製造業界に限定した。自社製品やサービスの非公式な宣伝活動を含む EA の性質上，

周囲の消費者が利用する製品を商材とする B to C ビジネスである製造業が本研究の調査対象として適

切だと考えたからだ。したがって，本研究では製造業の中でも食料・飲料・酒類・衣服・繊維製品と

いった，一般消費者に馴染みのある製品を扱う業種に従事するモニターを調査対象とした。

　予備調査の結果，本調査にふさわしい対象者サンプル数は 838 名であった。以上の調査対象者に対

して本調査を実施した。回収目標を 300 名に設定し，最終的に回答サンプル数 330 名を回収した。そ

のうち，有効回答は 312 名であった。調査対象者 330 名のプロフィールを表 2 に示す。

表 2　調査対象者のプロフィール（計 330 名）

性別
男性 女性

278 人 52 人

年齢
20 ～ 29 歳 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 歳以上

23 人 66 人 95 人 105 人 41 人

職業
会社員（事務系） 会社員（技術系） 会社員（その他）

81 人 173 人 76 人

地域
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

8 人 9 人 113 人 91 人 71 人 17 人 5 人 16 人

（2）測定尺度

1）EA

　EA については，Thelen ら（2021）の質問項目を著者が和訳したものを使用した。質問数は 6 項目で

あり，「非常にあてはまる」「かなりあてはまる」「ややあてはまる」「どちらともいえない」「あまりあ
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てはまらない」「ほとんどあてはまらない」「全くあてはまらない」の 7 点尺度で回答を得た。

2）感謝特性

　感謝特性については，藤原ら（2014）の質問項目を使用した。質問数は 8 項目である。上記と同様に

7 点尺度で回答を得た。

3）POS

　POS については，Eisenberger ら（2020）の質問項目を著者が和訳したものを使用した。質問数は

10 項目である。上記と同様に 7 点尺度で回答を得た。

4）APM

　APM については，シン・島貫（2021）の質問項目を使用した。質問数は 4 項目である。上記と同様

に 7 点尺度で回答を得た。

5）コントロール変数

　コントロール変数は性別と年齢である。性別は女性を 1，男性を 2 とした。

5．分析結果

（1）因子分析

　本研究では，統計ソフト SPSS を利用し因子分析を行った。まず，Fastask で収集した調査結果を

SPSS に読み込み，測定尺度に基づいて各回答を数値化した。続いて，先述した EA，感謝特性，POS，

APM の測定尺度全 28 項目それぞれに関して平均値と標準偏差を算出した。各項目について天井効果，

フロア効果を検証したが，該当する項目がなかったため，28 項目全てを引き続き分析対象とした。

　次に，28 項目に対して主因子法・プロマックス回転による因子分析を行った。複数の因子に高い負

荷量（0.35 以上）を示したり，どの因子にも高い因子量を示さなかったりする質問項目や，質問項目が

3 つ以上無く，集合とみなせない因子は見られなかった。因子パターンは表 3 に示した。

　また，因子分析によって分かれた 4 変数に対して，該当する質問項目の内容から各因子を以下のよ

うに命名した。

　第 1 因子は，10 項目で構成されている。いずれも，Eisenberger ら（2020）の POS に関する質問項

目であったため，第 1 因子を「POS」と命名した。

　第 2 因子は，8 項目で構成されている。いずれも，藤原ら（2014）の感謝特性に関する質問項目であっ

たため，第 2 因子を「感謝特性」と命名した。

　第 3 因子は，4 項目で構成されている。いずれも，シン・島貫（2021）の APM に関する質問項目であっ

たため，第 3 因子を「APM」と命名した。

　第 4 因子は，6 項目で構成されている。いずれも，Thelen ら（2021）の EA に関する質問項目であっ
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表 3　因子分析結果

質問項目 1.POS 2. 感謝特性 3.APM 4.EA
困った時には組織からの支援を受けられる 0.864 0.033 0.064 －0.106
組織は私の目標や価値観を考慮してくれる 0.861 0.019 0.005 －0.009
組織は仕事における私の全般的な満足感を気にかけてくれて
いる

0.860 －0.035 －0.072 0.075

組織は私が仕事で能力を最大限に発揮できるように積極的に
協力してくれる

0.838 0.018 0.099 －0.046

組織は私に適性がある最高の仕事を与えようとしてくれる 0.829 －0.034 0.015 0.043
組織は私の意見を尊重してくれる 0.802 0.008 0.051 －0.014
組織はその幸福に対する私の貢献を評価してくれる 0.800 －0.017 0.002 －0.049
組織は私の幸福を気にかけてくれている 0.770 －0.095 －0.015 0.132
組織は私のうっかりミスを許容してくれるだろう 0.719 0.164 －0.090 －0.062
組織は私の仕事ぶりに誇りを持っている 0.709 －0.035 －0.074 0.207
ふだんの生活の中で周りの人に感謝することがたくさんあり
ます

－0.072 0.903 －0.070 0.033

私は感謝したい相手をたくさん思い浮かべることができます －0.001 0.895 －0.065 0.067
いろいろな人に感謝しています －0.035 0.854 0.059 0.030
他の人に感謝することを書きだしたら，たくさん書けます －0.009 0.848 －0.172 0.126
私はまわりの人にいつも感謝しています 0.002 0.830 0.023 0.047
私には感謝の気もちを伝えたい人がたくさんいます 0.118 0.794 0.045 －0.087
今の私がいるのは，まわりの人が自分によくしてくれたおか
げです

0.011 0.792 0.154 －0.077

他の人が自分のためにしてくれたことに，感謝しています 0.020 0.789 0.113 －0.095
私の仕事を通じて他の人のために良いことをすることが，私
にとって重要である

－0.057 0.043 0.928 0.009

私の仕事を通して，他の人を助けたい －0.007 0.021 0.872 0.045
私の仕事を通して他の人の利益のために役立つことが大切だ
と考えている

0.044 0.002 0.863 －0.017

他の人に対してよい影響を与えたい 0.016 －0.013 0.831 0.080
人前で自分の組織を代表するときに誇りを示す 0.103 －0.037 －0.051 0.825
自分の組織を働きやすい職場として推薦する 0.195 －0.009 －0.029 0.697
ビジネスに影響を与える公共政策の問題において，所属組織
を支持する

0.095 －0.019 0.106 0.696

自組織のブランド，製品，サービスを他者に勧める 0.012 －0.008 0.136 0.673
自分の組織が関与しているボランティア活動や地域社会との
関わり活動に進んで参加したいと思う

0.058 0.091 0.066 0.619

自組織に関する偏った意見に反論する 0.051 0.195 －0.035 0.489
因子寄与 10.533 9.007 8.116 9.676
因子寄与率（％） 47.867 14.978 6.488 4.404
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たため，第 4 因子を「EA」と命名した。

（2）平均，標準偏差，信頼性係数αと相関関係

　コントロール変数である「年齢」と「性別」，独立変数である「感謝特性」，媒介変数である「POS」，

従属変数である「EA」，調整変数である「APM」の平均，標準偏差，信頼性係数αと各変数同士の相

関を記したものが表 4 である。

表 4　各変数の平均・標準偏差・信頼性係数αと相関

平均 標準偏差
信頼性

係数α
1. 性別 2. 年齢

3. 感謝

    特性
4.POS 5.EA

1. 性別 1.16 0.367

2. 年齢 46.87 11.397 -0.211 ＊＊＊

3. 感謝特性 4.2256 1.08100 0.954 0.053 -0.024

4.POS 3.7247 1.10238 0.953 0.002 -0.125 ＊＊ 0.389 ＊＊＊

5.EA 3.7115 1.06544 0.895 -0.014 -0.046 0.517 ＊＊＊ 0.719 ＊＊＊

6.APM 4.1474 1.23011 0.944 -0.083 0.128 ＊＊ 0.563 ＊＊＊ 0.474 ＊＊＊ 0.582 ＊＊＊

＊＊＊相関係数は 1 % 水準で有意（両側）
＊＊相関係数は 5 % 水準で有意（両側）

　ここから，感謝特性と POS の間に正の有意な相関（r＝0.389，p ＜ 0.01），感謝特性と EA の間に正の

有意な相関（r＝0.517，p ＜ 0.01），POS と EA の間に正の有意な相関（r＝0.719，p ＜ 0.01）があること

が分かる。

　さらに，調整変数においても，感謝特性と APM の間に正の有意な相関（r＝0.563，p ＜ 0.01），POS

と APM の間に正の有意な相関（r＝0.474，p ＜ 0.01），EA と APM に正の有意な相関（r＝0.582，p ＜ 0.01）

があることが分かる。

（3）共分散構造分析

　本研究では統計ソフト Amos を利用し，共分散構造分析によるモデル検証を行った。仮説の検証の

ため，データに対して共分散構造分析を行った結果は図 2 の通りである。モデル適合度を示す値は

GFI＝0.993，AGFI＝0.956，NFI＝0.986，RMSEA＝0.042 であり，本モデルは高い水準で適合値を

満たしていると言える。また，表 5 は各変数の他変数に対する推定値の有意性検定である。

　以上の分析をもとに，仮説の検証を行う。初めに仮説 1 に関して，表 5 から感謝特性と EA の関係（β

＝0.175，p ＜ 0.01）は有意であることが分かる。さらに，AMOS の出力から直接効果を確認すると，感

謝特性の EA に対する標準化直接効果は 0.175 であり，感謝特性が EA に正の影響を与えることが示さ
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図 2　共分散構造分析のパス図

注 1　p ＊＊＊＜ 0.01，p ＊＊＜ 0.05，p ＊＜ 0.1　数値は標準化推定値

注 2　GFI＝0.993，AGFI＝0.956，NFI＝0.986，RMSEA＝0.042
注 3　パス係数は仮説に関する内容のみを示す。相関関係，誤差とコントロール変数は省略

表 5　推定値の有意性検定

標準化推定値 標準誤差 検定統計量 確率ラベル

POS <--- 感謝特性 0.178 0.061 2.964 0.003

POS <--- APM ×感謝特性 0.085 0.029 1.722 0.085

POS <--- APM 0.404 0.053 6.757 ＊＊＊

POS <--- 年齢 －0.173 0.005 －3.490 ＊＊＊

POS <--- 性別 －0.015 0.149 －0.304 0.761

EA <--- POS 0.541 0.040 13.075 ＊＊＊

EA <--- 感謝特性 0.175 0.044 3.922 ＊＊＊

EA <--- POS × APM 0.019 0.021 0.507 0.612

EA <--- APM 0.234 0.043 4.639 ＊＊＊

EA <--- 性別 －0.008 0.105 －0.223 0.823

EA <--- 年齢 －0.006 0.003 －0.149 0.881

感謝特性 ��

���

���

�

��������

������
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れた。したがって，仮説 1 は支持されることとなった。

　続いて，仮説 2 の検証を行う。図 2 及び表 5 を参照すると，感謝特性から POS へのパスは正の有意

な結果を示した（β＝0.178，p ＜ 0.01）。また，POS から EA へのパスも正の有意な結果を示した（β＝

0.541，p＜ 0.01）。次に，Amosの結果を確認したところ，感謝特性のEAに対する標準化間接効果は 0.096

であった。最後に，間接効果の検定方法として，ブートストラップ法を用いた。2000 回のサンプリン
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グを行った結果，95％信頼区間が 0.1480 ～ 0.3343 であり，信頼性区間に 0 が含まれていなかった。

したがって，間接効果が有意であることが示され，感謝特性と EA の関係における POS の媒介効果が

認められた。よって，仮説 2 は支持される。

　次に，仮説 3 の検証を行う。表 5 を参照すると，感謝特性と POS の関係における APM のパスは統

計的有意を示しており（β＝0.085，p ＜ 0.1），調整効果があると判断した。図 3 は感謝特性と APM に

関して，POS に対する相互作用効果を単純傾斜分析により示したものである。APM が高い場合（単純

傾斜＝0.2426，p＝0.0019）には有意水準 1% で，APM が低い場合（単純傾斜＝0.1202，p＝0.0643）には有

意水準 10% で統計的に有意となった。したがって，APM が高い場合に感謝特性と POS の関係は強め

られることとなった。よって，仮説 3 は支持される。

　最後に，仮説 4 の検証を行う。表 5 を参照すると，POS と EA の関係における APM のパスは，統

計的有意性を示さなかった（β＝0.019，p＝0.612）。よって，仮説 4 は棄却される。

（4）補足分析

　本研究では，独立変数に感謝特性，媒介変数に POS，従属変数に EA を設定し，感謝特性と POS，

POS と EA の関係における APM の調整効果を検証した。しかし，本研究において採用したモデル以

外にも理論上成立する代替モデルが存在する可能性もある。そこで本項では，2 つの代替モデルの分析

結果を示し，本モデルの統計的有意性を明らかにする。

　1 つ目は，独立変数に POS，媒介変数に感謝特性，従属変数に EA，POS と感謝特性，感謝特性と

EA の間に調整変数として APM を置いたモデルを検証する。このモデルは，感謝特性と POS の因果

関係を逆転させ，EA 促進メカニズムを探るものである。しかし，今回のデータを使用して上記モデル

図 3　単純傾斜分析の結果（仮説 3）

3.4

3.6

3.8
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の適合度検証を行った結果，GFI＝0.967，AGFI＝0.901，NFI＝0.933，RMSEA＝0.093 となった。

このモデルは，本研究で採用したモデルと比較し適合度が低く，RMSEA において一般的に妥当とされ

ている RMSEA ＜ 0.050 という基準を満たしていないため，本研究のモデルの方がより適切であると

判断した。

　2 つ目は，独立変数に感謝特性，媒介変数に POS，従属変数に EA，感謝特性と EA，POS と EA の

間に調整変数として APM を置いたモデルを検証する。このモデルは，本研究で促進メカニズムを探る

EA と他の変数間の関係に着目し，APM の調整効果を検証するものである。しかし，今回のデータを

使用して上記モデルの適合度検証を行った結果，GFI＝0.963，AGFI＝0.880，NFI＝0.920，RMSEA

＝0.110 となった。このモデルは，本研究で採用したモデルと比較し適合度が低く，AGFI と RMSEA

においてそれぞれ一般的に妥当とされている AGFI ＞ 0.900，RMSEA ＜ 0.050 という基準を満たして

いないため，本研究のモデルの方がより適切であると判断した。

6．考察，今後の課題

　本研究の目的は，大きく二点あった。一点目は，企業が信頼や評判を獲得する手段として EA に着目

し，その日本における発生・促進メカニズムを探ることである。二点目は，単なる理論的知見を探索す

るのみならず，実際に企業が働きかけることを目指して，実践的観点から EA の先行要因を明らかにし，

具体的な施策の提言を行うことである。統計ソフトSPSS・AMOSを用いて「Fastask」で収集したデー

タを分析した結果，仮説 1，仮説 2，仮説 3 が支持された一方で，仮説 4 は棄却された。

　仮説 4 において，APM が POS と EA 間の関係に影響を与える調整効果が示されなかった。この点

について考察する。理由として，調査対象の業界的特性が挙げられる。本研究では製造業界に従事する

モニターを対象に調査を行った。製造業では，従業員の業務はルーティン化され，個々の裁量が限られ

ている。そのため，他の人の役に立ちたいと考える APM が高い従業員であっても，そのモチベーショ

ンを行動として発揮する場面が少ない。したがって，APM の高低が POS と EA 間の関係に与える調

整効果が確認されなかったと予想される。以上のことから，仮説 4 は棄却されたと考察できる。

　次に，本研究の貢献は以下の通りである。

　一点目は，国内モニターを対象とするアンケート調査を通じて日本人の EA に対する消極的姿勢を再

確認するとともに，国内研究の蓄積の乏しい EA の促進メカニズムを明らかにした点である。先述の通

り，本調査では個々人の EA 実施度合いを測定するにあたり，EA に関係する質問 6 項目それぞれにお

いて，「非常にあてはまる」「かなりあてはまる」「ややあてはまる」「どちらともいえない」「あまりあ

てはまらない」「ほとんどあてはまらない」「全くあてはまらない」の 7 点尺度で回答を得た。6 項目の

回答結果を平均すると「非常にあてはまる」は 1.6%，「かなりあてはまる」は 5.0%，「ややあてはまる」
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は 17.3%，「どちらともいえない」は 41.3%，「あまりあてはまらない」は 18.1%，「ほとんどあてはま

らない」は 7.6%，「全くあてはまらない」は 9.3% であった（小数第二位で四捨五入）。この結果から，

2024 年現在における日本人の EA に対する消極性がうかがえる。

　また，2024 年現在，日本国内における EA 研究はまだ十分になされておらず，多くの EA 研究が海

外でなされたものである。さらに，PwC（2022）や The Withe Team（2024）の調査結果を踏まえると，

消費者や求職者からの信頼や評判は企業の売上・雇用といった企業活動の重要な要素と密接に結びつい

ている。しかしながら，現代の日本においては企業への信頼水準は国際的に見て低い（Edelman, 2024）。

こういった中で，日本国内のモニターを対象とした調査結果に基づいて，企業が信頼を獲得し，評判を

高める手段として EA に着目し，その発生のメカニズムを詳細に解明したことは，学術的意義があると

言える。

　二点目は，個人特性や全般的な変数に着目することで，より実践的な視点から EA の先行要因を探る

ことができた点である。本研究では，EA の先行要因として個人特性である感謝特性や APM，全般的

変数である POS を取り上げ，これらの個人の性格や感情に関連する要素が EA の発生・促進にいかに

して貢献するかを明らかにした。この結果は，EA の発生を目指す企業にとって，従業員の採用および

育成方針を決定する一助となるだろう。さらに，本研究で得られた知見を企業経営の実践に活かし，実

務家が EA を発生させる実践的観点から，本研究では企業が従業員の感謝特性・APM・POS を高める

ための具体的な人事施策も検討する。

　まず，個人特性である感謝特性と APM の向上策について提案する。

　例えば，採用活動において現在多くの企業で行われている性格検査だけでなく，新卒であれば学校，

中途であれば前職の会社など，第三者による人物評価を取り入れることで感謝特性や APM が高い人材

を見極め，確保できると考えられる。しかし，その際には，特に新卒採用において，制度の形骸化に注

意が必要である。評価する側であり就職実績を求める学校と評価される側であり内定獲得を目指す学生

との間で利害が一致し，実際の能力や性格とは異なる評価が企業側に提出されてしまうリスクがあるか

らである。

　育成においては，感謝の心や利他主義を育む組織文化の醸成が有効であろう。例えば，社内イベント

として従業員が同僚に対する感謝の気持ちを伝える機会を定期的に設けたり，地域のボランティア活動

に参加する機会を積極的に提供したりすることなどが挙げられる。これらの活動を通じて，組織は社内

の従業員の感謝特性や APM を向上させられるだろう。

　このように，企業は感謝特性や APM の高い人材を外部から取り入れる採用と，社内の人材の感謝特

性・APM を高める育成を通じて，EA 発生の基盤を整えることが出来る。しかしながら，現時点でこ

れらの取り組みを積極的に実施している企業は少ない。各企業が個々の従業員が抱く感謝や利他主義と

いった感情の企業経営における利点を十分に理解し，感謝特性・APM の高い人材の採用・育成に注力

することで，従業員による EA を発生させて売上や雇用の安定が実現すると考えられる。
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　また，本研究での統計結果においても POS は他の変数に比べて EA に対する強い影響力が見られた

（β＝0.541，p ＜ 0.01）ように，組織に対する全般的な信念である POS の向上が EA の促進において重

要な役割を果たすことが明らかになった。このことは，異なる状況に置かれていても，各組織はそれぞ

れの状況に応じた多様な人事施策の導入を通じて POS を高めることで EA の発生を実現出来ることを

示唆した。どんな組織でも従業員が組織支援を強く感じられるようにすることで EA を促進できるため，

個々の従業員の POS を最大化する個別最適な人事施策が求められるだろう。

　実務においては，各企業がいかにして POS を高めるかが重要となる。先述のように，各組織はそれ

ぞれ異なる状況下で様々な問題を抱えている。したがって，POS を高めるには，まず従業員が不満を

感じている問題を特定し，その後，問題の解決に向けた適切な人事施策を講じる必要がある。定期的な

社内アンケートの実施やメンタリングを通じて従業員が抱える課題を発見し，それらの課題を一つ一つ

解決していく。解決方法は課題によって様々であり，給与の引き上げや労働時間の短縮，社内コミュニ

ケーションの活発化など，多様なアプローチで働きやすい環境づくりを行い，従業員の抱える課題を解

決し個々の従業員の POS の向上に努めることで，企業は従業員による積極的な EA を引き出すことが

出来るだろう。

　最後に，本研究における課題は以下のとおりである。

　一点目は，調査対象が製造業界に限定されている点である。EA は身近な人間を「消費者」と見なし

て自社製品やサービスを宣伝・擁護する行為だけでなく，「労働者」の視点で周りの人々に働きやすい

労働環境として所属組織を推薦することも含む。業界問わず，給与や福利厚生，職場の雰囲気といった

要素が充実したホワイト企業では，従業員が周囲の人間に対して自発的に所属組織への就職をすすめる

ことが考えられる。したがって，一般消費者に馴染み深い製造業界のみならず，B to B 業界を含めた

あらゆる業界・業種でも EA の発生は可能である。そのため，他業界や業界横断的なモニターを対象と

したさらなる調査・研究が必要である。

　二点目は，EA 促進を目指す企業がどのようにして感謝特性や APM の高い従業員の採用を実現する

のか，あるいは育成を通じて自社の従業員の感謝特性，APM を高めるのかといった，感謝特性・APM

の高い人材の雇用に関する施策の実現可能性の検討が不十分である点だ。例えば，先述した所属組織に

よる第三者視点での人物評価を新卒採用に活用するという施策について，膨大な数の学生の人物像を学

校側が正確に把握できるだろうか。さらに，提出された学生の評価基準は統一されていると言えるだろ

うか。所属組織や評価担当者によって学生に不公平が生じるかもしれない。現状，多くの学生を抱える

教育機関である大学や大学院がそれぞれの学生を公平かつ適切に評価することは難しい。これらの課題

は，近年発達している AI を人物評価に取り入れることで解決できるかもしれないが，その導入コスト

を踏まえると現実的ではないと判断されるだろう。したがって，感謝特性と APM が高い人材の雇用に

は依然として課題が残されている。

　三点目は，二点目同様に POS の向上を通じて EA の促進を目指す企業が，具体的にどのような施策
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を通じて POS を高めるべきかという点に関する詳細な検討に至っていないことである。それぞれの企

業は異なる状況に置かれ，個々の従業員は多様な課題を抱えている。定期的な社内アンケートの実施や

メンタリングなどを通じて，それぞれの従業員が抱える課題を洗い出し，それらを幅広い人事施策で解

決することで POS を高めることが出来ると考えられる。しかし，課題発見のための社内アンケートや

メンタリングはどのくらいの頻度で，どれほどの時間をかけて実施すればよいのかという点や，把握し

た課題に対してどのようにして適切な人事施策を選定すればよいのかという点に関してはさらなる議論

が求められる。また，先述の通り，課題を解決する人事施策は給与の引き上げや労働時間の短縮，社内

コミュニケーションの活発化など様々な手段が考えられるが，それぞれの施策が POS の向上にどのく

らいの影響を与えるのかといった点についても定量的な調査・分析が必要である。このように，POS

向上施策の具体案やその効果を模索するには，今後の実務と研究の連携が必須である。
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